
     建設工事に関する調査、測量及び設計業務等に係る一般 

     競争入札及び指名競争入札参加資格審査要綱 

              （昭和６１年１２月２４日告示第１２１号） 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７ 

 条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の規定に基づき、徳島市が発注す 

 る建設工事に関する調査、測量及び設計業務等に係る一般競争入札又は指名 

 競争入札（以下「入札」という。）に参加する者に必要な資格、資格審査の 

 申請の時期及び方法等について、必要な事項を定めるものとする。 

 （入札に参加することができない者） 

第２条 次の各号の一に該当する者は、特別の理由がある場合を除くほか、入 

 札に参加することができない。 

 ⑴ 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

 ⑵ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

 ⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７ 

  号）第３２条第１項各号に掲げる者 

 ⑷ 営業に関し法律上必要とする資格を有しない者 

 （業種区分） 

第３条 一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査の業種区分は次の各号に 

 掲げるものとする。 

 ⑴ 測量 

 ⑵ 建築関係建設コンサルタント業務 

 ⑶ 土木関係建設コンサルタント業務 

 ⑷ 地質調査業務 

 ⑸ 補償関係コンサルタント業務 

 ⑹ その他市長が特に定める業務 

 （申請書） 

第４条 入札に参加する資格（以下「資格」という。）の審査を受けようとす 

 る者（以下「申請者」という。）は、競争入札参加資格審査申請書（以下「 

 申請書」という。）に次の各号に掲げる書類をそれぞれ一部添付して、市長 

 に提出しなければならない。ただし、市長が特に必要がないと認めた書類に 

 ついては、この限りでない。 

 ⑴ 業者カ－ド 

⑵ 登録証明書 

⑶ 営業所一覧表 

⑷ 測量等実績調書 

⑸ 技術者経歴書 

⑹ 直前１年分の財務諸表 

⑺ 個人住民税の特別徴収の実施を証する書面 

⑻ 法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては身分証明書 



⑼ 国税、県税及び市税の納税証明書（国税については未納でないことの証明、

県税及び市税については未納の額のないことを証する書面） 

⑽ 委任状（徳島県の区域外に主たる営業所を有する者（以下「県外業者」と

いう。）で、年間委任する場合に限る。） 

⑾ 職員数調 

⑿ 暴力団排除に関する誓約書 

⒀ その他市長が必要とする書類 

２ 前項の場合において、申請者が次の各号に掲げる者であるときは、当該各 

 号に定める書類をもって前項第２号、同項第４号及び同項第６号に掲げる書類

 に代えることができるものとする。 

 ⑴ 建設コンサルタント登録業者（建設コンサルタント登録規程（昭和５２ 

  年４月１５日建設省告示第７１７号）第２条に規定する登録簿に登録を受 

  けた者をいう。） 

  建設コンサルタント登録規程第７条に規定する現況報告書の写し 

 ⑵ 地質調査業登録業者（地質調査業者登録規程（昭和５２年４月１５日建 

  設省告示第７１８号) 第２条に規定する登録簿に登録を受けた者をいう。） 

  地質調査業者登録規程第７条に規定する現況報告書の写し 

 ⑶ 補償コンサルタント登録業者（補償コンサルタント登録規程（昭和５９ 

  年９月２１日建設省告示第１３４１号）第２条に規定する登録簿に登録を 

  受けた者をいう。） 

  補償コンサルタント登録規定第７条に規定する現況報告書の写し 

３ 市長は、第１項の申請書が提出された場合において、第１項各号に掲げる 

 書類に不備がある時は、当該申請書提出の時から１４日以内に補正を求め、 

 当該期間内に補正されない時はこれを却下する。 

４ 第１項に掲げる申請書及びその他この要綱に掲げる書類の様式については 

 市長が別に定める。 

５ 資格の審査申請を徳島県と共同して受付する場合は、申請者は、申請書及 

 び第１項各号並びに第２項各号に掲げる書類のうち、徳島県と共通に必要と 

 する書類（以下「共通審査書類」という。）については、第１項の規定にか 

 かわらず、徳島県知事に提出しなければならない。 

 （申請書の提出期間） 

第５条 申請者は、平成３０年を最初の年とする隔年ごとの徳島県知事が定める

期間までに徳島県知事に申請書及び共通審査書類、市長に前条第１項に規定す

る書類（共通審査書類を除く。）を提出するものとする。 

２ 前項に定める期間経過後において資格審査を受けようとするものは、別に徳

島県知事の定める期間に徳島県知事へ申請書及び共通審査書類、市長に前条第

１項に規定する書類（共通審査書類を除く。）を提出するものとする。 

 （資格審査） 

第６条 市長は、前２条の規定により申請書の提出を受けたときは、次の⑴か 

 ら⑷までに掲げる項目を審査し、希望業種区分ごとに認定する。 

 ⑴ 直前２か年の年間平均実績高 



 ⑵  自己資本の額 

 ⑶ 職員の数 

 ⑷ 営業年数 

２ 前項の規定による認定は、平成３０年６月１日を最初の期日とする隔年ご 

 との６月１日に行うものとする。 

３ 前条第２項の規定により申請書を提出し、審査を受けた希望業種区分ごと 

 の認定は、前項の規定にかかわらず、市長が定める日に行うものとする。 

 （資格の有効期間） 

第７条 資格の有効期間は、前条第２項に定める日から２年間とする。 

２ 第５条第２項の規定により申請書を提出し、審査を受けた資格の有効期間 

 は、前項の規定にかかわらず、前項の期間の残存期間とする。 

 （変更届） 

第８条 申請者は、次の各号の一に掲げる事項に変更があったときは、直ちに 

 競争入札参加資格審査申請書変更届に第４条各号に掲げる書類のうち当該変 

 更に係る書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

 ⑴ 商号又は名称 

 ⑵ 代表者の氏名又は役職 

 ⑶ 主たる営業所の所在地又は電話番号 

 ⑷ 登録を受けた業種 

 ⑸ 委任状（県外業者で年間委任する場合に限る。） 

 ⑹ その他市長が特に定める事項 

 （資格の取消し） 

第９条 市長は、第２条各号又は次の各号の一に該当すると認められる者の資  

 格を取り消し、その事実があった後２年間入札に参加させないことができる。 

 その者を代理人、支配人、その他の使用人又は入札代理人として使用する者 

 についても、また同様とする。 

 ⑴ 契約の履行に当たり故意に調査、測量その他の役務を粗雑に行い、又は 

  設計業務等に関して不正の行為をした者 

 ⑵ 入札において、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、 

  若しくは不正の利益を得るために連合した者 

 ⑶ 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた 

  者  

 ⑷  監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者 

 ⑸ 正当な理由がなくて契約を履行しなかった者 

 ⑹ 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の 

  請求を故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

 ⑺ 申請書及び添付書類に虚偽の記載をし、又は重要な事項について記載を 

  しなかった者 

 ⑻ 前各号の一に該当する事実があった後２年間を経過しない者を、契約の 

  履行に当たり、代理人、支配人、その他の使用人として使用した者 

２ 市長は、前項の規定により資格を取り消したときは、その者に通知するも 



 のとする。 

 （共同企業体の特例） 

第10条 市長は、必要があると認めるときは、共同企業体に関し、第４条から 

 前条までの規定にかかわらず、別に定めることがある。 

 

  附   則  

１ この告示は、昭和６３年１月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際現に改正前の告示に基づき資格を有する者の資格につ 

 いては、なお、従前の例による。 

３ 前項の場合において、当該資格の有効期限は、県内業者については昭和６ 

 ２年７月末日まで、県外業者については同年９月末日までとする。 

４ この告示の施行の日の前日までに従前の例により提出された申請書は、こ 

 の告示に基づき提出されたものとみなす。 

  附   則  

１ この告示は、平成元年２月４日から施行する。 

２ この告示の施行の際現に改正前の告示に基づき資格を有する者の資格につ 

 いては、なお、従前の例による。この場合において、当該資格の有効期限は、 

 県内業者については平成元年５月末日までとする。 

  附   則  

１ この告示は、平成５年１２月１日から施行する。 

  附   則  

１ この告示は、平成１０年１２月１４日から施行する。 

  附   則  

１ この告示は、平成１１年５月２０日から施行する。 

  附   則  

１ この告示は、平成１２年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に指名競争入札に参加する資格を有する者は、こ 

 の告示の施行の日から県内業者にあっては平成１３年６月３０日まで県外業 

 者にあっては同年９月３０日までは、改正後の建設工事に関する調査、測量 

 及び設計業務等に係る一般競争入札及び指名競争入札参加資格審査要綱に基 

 づく資格を有する者とみなす。 

  附   則  

１ この告示は、平成１３年２月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に指名競争入札に参加する資格を有する者は、こ 

 の告示の施行の日から県外業者にあっては同年９月３０日までは、改正後の 

 建設工事に関する調査、測量及び設計業務等に係る一般競争入札及び指名競 

 争入札参加資格審査要綱に基づく資格を有する者とみなす。 

  附   則  

１ この告示は、平成１７年４月１日から施行する。 

  附   則  

 この告示は、平成２５年６月１日から施行する。 



   附  則 

１ この告示は、平成２６年１２月１５日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に入札に参加する資格を有する者は、この告示の 

 施行の日から平成２８年５月３１日までの間は、この告示による改正後の建 

 設工事に関する調査、測量及び設計業務等に係る一般競争入札及び指名競争 

 入札参加資格審査要綱の規定に基づく資格を有する者とみなす。 

   附  則 

 この告示は、平成３０年１月１日から施行する。 

 


